
平成１７年６月

総 務 省

平成１７年 情報通信に関する現状報告

特集 「u-Japanの胎動」

＜概要＞
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○ 日米韓の比較を実施
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Ⅰ 国民・企業のユビキタスネットワーク利用
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Ⅱ 国民のＩＣＴ利用
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◇ 有料ｺﾝﾃﾝﾂの今後の利用意向は、音楽、ｹﾞｰﾑ、動画が高く、日米韓では韓国が圧倒的に利用。音楽配信、VODの普及が予想

Ⅲ 企業のＩＣＴ利用
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Ⅳ u-Japanを支えるネットワークインフラ

Ⅴ u-Japan実現に向けた課題
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◇ 携帯電話契約数は8,700万、携帯ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ契約数は7,515万。3G携帯電話契約数は3,035万契約と急速に増加。携帯電話のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ対応率

は日本、韓国が９割と突出
◇ 家庭、企業に無線LANが普及。公衆無線LAN基地局が急増。公衆無線LANの利用率は12.5％だが、米韓に比べると低い

３ ネットワークのＩＰ化の進展 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ37
◇ 世帯のIP電話利用が増加。企業通信網の幹線系では、「IP-VPN」、「ｲﾝﾀｰﾈｯﾄVPN」の利用が拡大

４ 地上デジタル放送の普及 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ38
◇ 地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送対応受信機の出荷台数は急速に増加。地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送への満足度は高い

５ 情報通信機器、情報通信技術の日本の優位性 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ39
◇ 我が国は情報家電及び関連部品に強み。携帯電話機自体の市場ｼｪｱは低いが、携帯電話機関連部品では強み
◇ ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ関連技術では、「FTTH」、「次世代携帯電話」、「ﾈｯﾄﾜｰｸﾛﾎﾞｯﾄ」等で日本は優位。他方、「発信源追跡技術」等の

安心・安全のためのICTでは北米が優位

１ 安心・安全なＩＣＴ利用 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ40
◇ 日米韓の個人、企業で情報ｾｷｭﾘﾃｨ被害を受けているものは８割～９割。被害内容は、個人では「迷惑ﾒｰﾙ」、企業では「ｳｲﾙｽ感染」がﾄｯﾌﾟ
◇ 情報ｾｷｭﾘﾃｨ被害に対する個人、企業の対策は、全般的にみて米国が一番充実。米国ではﾌｨｯｼﾝｸﾞ詐欺が社会問題化
◇ ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄ社会に向けた優先課題は、情報ﾈｯﾄﾜｰｸの脆弱性、ﾈｯﾄを利用した悪質商法、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ財の著作権保護、高度ｻｰﾋﾞｽの地域格差など

２ デジタル・ディバイド ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ45
◇ ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞｻｰﾋﾞｽの提供状況は、地域格差が存在。特にFTTHで格差が大きい

３ バックボーンインフラ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ46
◇ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾄﾗﾋｯｸが急増。また、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾄﾗﾋｯｸ交換が東京一極に集中。今後、ﾄﾗﾋｯｸ交換の分散化が課題



１ ｕ－Ｊａｐａｎ
◆ u-Japanとは、社会の様々な課題がＩＣＴによって解決された後の2010年の我が国の姿。 その理念は「ユビキタス」「ユニバーサル」

「ユーザー中心」「ユニーク」の４つだが、中心は「ユビキタス」。 「人とモノ」、「モノとモノ」とのコミュニケーションが特徴

Ⅰ 国民・企業のユビキタスネットワーク利用

図表② u-Japanのイメージ図表① u-Japanの理念

１
「ユビキタスネット社会の実現に向けた政策懇談会 終報告書」により作成

（記述箇所 「第１章第１節 国民・企業のユビキタスネットワーク利用」 Ｐ４，５）



２ 国民のユビキタスネットワークへの期待
◆ ユビキタスネットワークの有する様々な効果のうち、国民は特に「安心・安全」に期待

図表 ユビキタスネットワークへ期待する効果（複数回答）

（出典） 「ユビキタス社会の動向に関する調査」（ウェブ調査）

２
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車の運転や歩行がより安全、快適になる

防災・災害予測が向上する

食の安心・安全が高まる

高齢者・障害者等生活弱者に優しい社会になる

健康の維持・管理が行いやすくなる

コンテンツ（映像、音楽等）利用が促進される

多様な就労形態が可能となる

利用者ニーズがより強く社会に反映される

環境への負荷が軽減される

個人の活力がアップする

その他

（記述箇所 「第１章第１節 国民・企業のユビキタスネットワーク利用」 Ｐ６）

（％）



３－１ 企業のユビキタスネットワークの利用動向（国内）
◆ この１年で企業の電子タグ、非接触ＩＣカード、新たにネットワーク機能が備わった機器等（ユビキタスツール）の利用は大きく進展

（出典） 「企業のICT活用現状調査」（ウェブ調査）

３

図表② ユビキタスツールを利用した一般消費者向け
商品／サービスの提供状況

図表① 企業内／企業間業務におけるユビキタスツール
の導入状況

【電子タグ】

0.2

4.6 5.5 13.6

3.8

0 10 20 30 40

平成15年度

平成16年度

（％）

【非接触ICカード】

3.9

13.1 5.7

4.0

15.5

0 10 20 30 40

平成15年度

平成16年度

（％）

【新たにネットワーク機能が備わった機器】

6.1 4.7 15.8

0 10 20 30 40

平成16年度

（％）

【GPS等の位置確認機能】

4.1 5.2 12.5

0 10 20 30 40

平成16年度

（％）

【電子タグ】

0.8

5.1 4.1

6.2

8.5

0 10 20 30 40

平成15年度

平成16年度

（％）

【非接触ICカード】

1.6

6.1 4.2

7.2

10.7

0 10 20 30 40

平成15年度

平成16年度

（％）

【新たにネットワーク機能が備わった機器】

4.2 3.5 10.3

0 10 20 30 40

平成16年度

（％）

【GPS等の位置確認機能】

7.93.4
4.6

0 20 40 60

平成16年度

（％）

＜主な利用用途＞
・在庫・商品・販売管理
・物流管理
・生産工程管理

＜主な利用用途＞
・社員証・入退室管理
・勤怠・労務管理

＜主な利用用途＞
・ネットワークカメラ・人感

センサー等を利用した防犯
・各種産業機械の遠隔制御・

稼働監視

＜主な利用用途＞
・車両等の位置情報に基づく配置

適化・車両運行管理・盗難防止
・位置情報に基づく 適な営業

ルート指示や迅速な顧客対応

＜主な利用用途＞
・食品の生産・流通履歴に関する

情報提供
・荷物等の追跡
・レジ等での精算

＜主な利用用途＞
・キャッシュレス決済
・電子チケット
・会員証・ポイントカード

＜主な利用用途＞
・ネットワークカメラ・人感センサー

等を利用したホームセキュリティ
・ネットワークカメラを利用した特定

場所の映像情報提供

＜主な利用用途＞
・車両等の盗難防止・交通事故対応
・自動車や人の所在に応じた情報

提供

現在導入している／現在提供している

導入を予定している／提供を予定している

導入を検討している／提供を検討している

（記述箇所 「第１章第１節 国民・企業のユビキタスネットワーク利用」 Ｐ７～９）



３－２ 企業のユビキタスネットワークの利用動向（日米韓比較）
◆ 米国、韓国の企業もユビキタスツールの導入に取り組み。企業内／企業間業務では、日本は「非接触ＩＣカード」、米国は「新たに

ネットワーク機能が備わった機器」、韓国は「電子タグ」が、一般消費者向け商品／サービスでは、日韓は「非接触ＩＣカード」、米国は

「電子タグ」が進んでいる

４

図表② ユビキタスツールを利用した一般消費者向け
商品／サービスの提供状況

図表① 企業内／企業間業務におけるユビキタスツール
の導入状況
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（出典） 「企業のICT活用現状調査」（ウェブ調査）
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（記述箇所 「第１章第１節 国民・企業のユビキタスネットワーク利用」 Ｐ１０）
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導入を検討している／提供を検討している
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今後、社会に広く普及すると思う 今後、社会にある程度普及すると思う
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（出典） 「ユビキタス社会の動向に関する調査」（ウェブ調査）

図表③ 利用者のサービスについての満足度

図表② 利用者が実際に利用しているサービス（複数回答）

図表⑤ サービスの今後の社会への普及について

図表④ 利用者のサービスについての利用継続意向

図表① サービス利用イメージ

４－１ ユビキタスネットワークの活用事例（非接触ＩＣカード機能搭載携帯電話）
◆ 非接触ＩＣカード機能搭載携帯電話の利用者（379人）が実際に利用しているサービスは電子マネー決済が も多い。サービスの満

足度や利用継続意向は高く、当該サービスは今後社会に普及するとの認識

５

（記述箇所 「第１章第１節 国民・企業のユビキタスネットワーク利用」 Ｐ１１，１２）



４－２ ユビキタスネットワークの活用事例（ホームセキュリティサービス）
◆ ホームセキュリティサービス（ネットワークカメラ、センサー等により、不審者の侵入等を探知して通報したり、自宅内の映像等を離れ

た場所から確認できるサービス）の利用者（176人）の満足度や利用継続意向は高く、当該サービスは今後社会に普及するとの認識

図表② 利用者による利用上の利点（複数回答）

図表⑤ サービスの今後の社会への普及について

（出典） 「ユビキタス社会の動向に関する調査」（ウェブ調査）
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その他
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今後、社会に広く普及すると思う 今後、社会にある程度普及すると思う

今後、社会に普及するとは思わない よくわからない

図表③ 利用者のサービスについての満足度

図表④ 利用者のサービスについての利用継続意向

図表① サービス利用イメージ
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（記述箇所 「第１章第１節 国民・企業のユビキタスネットワーク利用」 Ｐ１５，１６）
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４－３ ユビキタスネットワークの活用事例（電子タグを利用したサービス）
◆ 電子タグを利用した食品のトレーサビリティの体験者（134人）の評価、満足度、利用意向は高く、今後社会に普及するとの認識。「多

少価格が高くなっても生産・流通履歴情報が確認できる食品を購入」すると思う人は24.6％、そう思わない人は20.9％

図表③ 利用者のサービスについての満足度

図表② 利用者によるサービスの評価

図表⑤ サービスの今後の社会への普及について

図表④ サービスの今後の利用意向
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生産・流通履歴情報が確認でき安心

生産・流通履歴情報の内容が分かりやすい

多少価格が高くなっても生産・流通履歴情報が確認できる食品を購入

そう思う どちらとも言えない そう思わない

79.1 4.5 16.4
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（％）

今後も利用したい 利用したいとは思わない よくわからない

（出典） 「ユビキタス社会の動向に関する調査」（ウェブ調査）
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図表① サービス利用イメージ
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（記述箇所 「第１章第１節 国民・企業のユビキタスネットワーク利用」 Ｐ１９，２０）

（％）

７



図表② 登下校通知の確認頻度図表① 実証実験の概要

図表④ 取組の今後の必要性図表③ 取組全体の印象

（出典）総務省近畿総合通信局「公共分野における電子タグ利活用に関する調査研究会」（平成17年3月）
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必要である どちらかといえば必要である

どちらともいえない どちらかといえば必要ない

必要でない

４－４ ユビキタスネットワークの活用事例（就学児童の安全確保のための電子タグの利活用）
◆ 総務省近畿総合通信局では、和歌山県の小学校の協力を得て、電子タグによる登下校時間の記録及び電子メールによる保護者へ

の通知等を内容とする実証実験（平成16年10月25日～11月５日）を実施。実験終了後の参加者へのアンケート調査では、取組全体を

通して安心が高まったとする人が大半

８

（記述箇所 「第１章第１節 国民・企業のユビキタスネットワーク利用」 Ｐ２１）



４－５ ユビキタスネットワークの活用事例（車両管理のためのＧＰＳ機能の利活用）
◆ 石油製品を扱う某社は、ガソリンスタンドからのタンクローリー到着時間に関する問い合わせへの対応業務の効率化、返答時間の

短縮等を目的にGPS機能付携帯電話の位置確認機能を利用したシステムを構築。システム構築後は問い合わせ対応時間が15～

20分程度から３～４分程度に短縮

（出典） 当企業資料

９

図表② システムの概要図表① システム構築前の業務フロー

（記述箇所 「第１章第１節 国民・企業のユビキタスネットワーク利用」 Ｐ２３）

＜カスタマーサービスセンター＞



４－６ ユビキタスネットワークの活用事例（生産管理のための非接触ＩＣカードの利活用）
◆ パソコン生産を行う某工場では、従来のバーコードが印刷された紙の生産指示書（１台のＰＣに１枚）から非接触ＩＣカードを利用したシ

ステムへ変更することにより、生産指示書の内容確認の容易化、バーコード読取作業の削減等を図り、生産性を10%以上向上

１０

図表

（出典） 当企業資料

（記述箇所 「第１章第１節 国民・企業のユビキタスネットワーク利用」 Ｐ２４）



図表② 具体的な将来課題とユビキタスネットワークによる解決策の例
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患者中心の医療サービスの充実

エネルギー問題の解決

安全・安心な生活環境の実現

「非常に重要」と回答した人の割合 n=6,016

図表① 2010年に向けた日本社会が取り組むべき重要テーマ
（複数回答）

→生活サポート

高齢者に優しい住宅

（例）高齢者や共働き家族の
幼児の居場所や状態等を、
各種センサーや家電の作
動状況等から見守れること

災害時の安全確保

（例）災害等において、
被災者と家族等の間
で、安否状況等の必
要な情報がやりとりで
きること

→災害時の安否確認

食の安全・安心

（例）食品（青果物、食肉、
鮮魚、加工品等）に電
子タグ等を貼付して、
消費者が生産・流通履
歴ﾃﾞｰﾀを簡単にﾁｪｯｸ
できること

→食品ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ

診療情報の効率的利用

（例）病院等が診療情報
を電子カルテとして交
換することで、医療の
質的向上や効率化、
患者指向の医療サー
ビス提供がされること

→電子ｶﾙﾃﾈｯﾄﾜｰｸ

ﾘｻｲｸﾙ､ｺﾞﾐ処理の推進

（例）家庭や事業所から出
る一般廃棄物に電子タ
グを分別後に貼付する
ことで、ごみ種別の回収
量の把握やリサイクル処
理の適正化がされること

→資源・廃棄物
ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞの効率化

（例）情報端末の操作によ
り、欲しい品物の位置
や在庫の確認を容易
にすることで、買い物が
楽しく効率的になること

→情報端末付き
ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ

行政手続のｵﾝﾗｲﾝ化

（例）住民票、婚姻届など
一つ更新すればその
他の更新も自動的に
行われること

→行政手続
自動更新

若年・中高年の社会参加

（例）中高年や女性の再就職、
若者の就職支援のため、能
力評価と求人情報のマッチ
ングや能力開発プログラム
の紹介等がされること

→転職・再就職等支援

交通渋滞・事故の削減

（例）交通情報、経路情報等の充
実によって渋滞を解消・抑制し
たり、自動車自律系システム
や車車間・路車間通信等に
よって交通事故を削減すること

→ﾈｯﾄﾜｰｸ型運転支援

乗客のイライラ解消

（例）公共交通機関の到着
時刻や遅延情報、代替交
通情報等をリアルタイム
に入手できること

→公共交通情報ナビ

生涯学習の普及

（例）ネットを利用して誰でも講
師や生徒になり、相互に受講
し合うことで、地域に眠る知
識を顕在化させること

→ネット市民塾

ｺﾝﾃﾝﾂへの自由なｱｸｾｽ

（例）ﾒﾀﾃﾞｰﾀ（ｺﾝﾃﾝﾂの属性情報
等）制御することで、著作権保
護と利便性を両立させ、多彩な
ｺﾝﾃﾝﾂがいつでもどこでもどん
な端末からでも利用できること

→ﾕﾋﾞｷﾀｽｺﾝﾃﾝﾂ流通

ﾎﾜｲﾄｶﾗｰの協業支援

（例）経営層の企画・検討、意
志決定の支援のため、各地
に分散していながらバー
チャルに集合して議論でき
ること

→経営層ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ支援

勤務形態の多様化

（例）店舗などの応対業務のうち、
必ずしも対面が必要でないも
のを手が空いている店舗等か
ら遠隔対応できること

→店舗間遠隔対応

「ユビキタスネット社会の実現に向けた政策懇談会 終報告書」により作成（％）

５ 今後の日本の課題とユビキタスネットワークによる解決策
◆ 「ユビキタスネット社会の実現に向けた政策懇談会」では、2010年に向けて日本社会が取り組むべき重要テーマに関し生活者アン

ケートを実施。その結果では、「安全・安心な生活環境の実現」が７割弱と も高い。

◆ また、重要テーマをさらに掘り下げた課題を調査する一方、生活者グループインタビュー等によりユビキタスネットワークによる解決

策の例を整理。これらの解決策の例は、構想や実証実験段階にとどまるものから、先駆的導入段階に進んだものまで多様であるが、

今後、ビジネスモデルの確立等の前提状況をクリアさせつつ、社会に普及させていくことが期待

１１

（記述箇所 「第１章第１節 国民・企業のユビキタスネットワーク利用」 Ｐ２５）



１－１ ＩＣＴ利用の進展（インターネット／ブロードバンド利用）
◆ インターネット利用人口は7,948万人（対前年比2.8％増）、人口普及率は62.3％。e-Japan戦略の始まった前年（平成12年）末に比べ、

利用人口は約3,200万人、人口普及率は25.2ポイント増加

◆ インターネット利用世帯に占めるブロードバンド利用世帯は62.0％。平成12年末と比べ55.2ポイント増と急速に拡大

図表② 自宅におけるパソコンからのインターネット接続方法図表① インターネット利用人口及び人口普及率

（出典） 「通信利用動向調査」
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Ⅱ 国民のＩＣＴ利用

※ ブロードバンド回線：ＦＴＴＨ（平成１３年末から）、ＤＳＬ、ケーブルインターネット、
無線（ＦＷＡ等）、第３世代携帯電話（平成１６年末のみ）

※ 複数回答であり、上記以外の選択肢もあるため、各年の合計が１００とは
一致しないこともある

１２

（記述箇所 「第１章第２節 国民のＩＣＴ利用」 Ｐ２８，３０）

（％）

（年末）



１－２ ＩＣＴ利用の進展（インターネットの満足度、主な分野でのＩＣＴ利用の進展状況）
◆ インターネットの満足度は、パソコンでは総じて高いが、携帯電話等ではパソコンに比べ不満が高い

◆ 「情報収集」、 「ショッピング」、 「コミュニケーション」、「娯楽・コンテンツ」、「金融取引」の分野ではICT利用が進んだが、 「医療」、

「行政」、「教育」の分野ではあまり進んでいないとの認識

（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査）

図表② 主な分野におけるＩＣＴ利用の進展状況図表① パソコン・携帯電話等によるインターネット利用の満足度
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２－１ 国民生活の変化（情報収集手段、通信手段の変化）
◆ インターネットは幅広い分野での情報収集に利用。日常生活に欠かせないメディア

◆ 連絡手段が従来の「固定電話」から「携帯電話」、「ＩＰ電話」、「手紙・葉書」から「電子メール」へシフト

図表② 通信手段の変化（２年前との比較）図表① 情報メディア別の情報収集用途（複数回答）
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（％）

※ 各項目に対して「増加した」と回答した利用者の割合から
「減少した」と回答した利用者の割合を差し引いたもの

（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査）
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（記述箇所 「第１章第２節 国民のＩＣＴ利用」 Ｐ３３）
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２－２ 国民生活の変化（行動、支出の変化）
◆ インターネット利用に伴い、生活時間・行動頻度では、睡眠時間、テレビを見る時間、雑誌等を読む時間、外出の頻度などが減少す

る一方、家族や友達との連絡頻度は増大。ただし、家族と友人と対面で話す時間は減少

◆ 支出面では、雑誌、テレビゲーム、音楽ＣＤ等への支出が減少。また、消費行動では、商品情報をネットで収集する人が大半。ネット

ショッピングによりショッピング全体の支出が増えたとする人が減ったとする人を上回っている

図表② インターネット利用による
支出の変化（２年前との比較）

図表① インターネット利用による生活時間・
行動頻度の変化（２年前との比較）

図表③ インターネット利用による
消費行動の変化
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※ 各項目に対して「増加した」（又は「その通りである」）と回答した利用者の割合から
「減少した」（又は「逆である」）と回答した利用者の割合を差し引いたもの

（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査）
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２－３ 国民生活の変化（インターネットの効用・社会的影響）
◆ インターネットに対し、「生活上で役に立った」、「趣味が広がり深まった」などプラスの効用があったとする人が大半

◆ インターネットの社会的影響については、プラス面とマイナス面の両面が認識。全般的に社会に好影響を与えているとの評価

図表② インターネットの社会的影響図表① インターネットによる効用
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（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査）

※ 各項目に対して「あてはまる」と回答した利用者の割合から
「あてはまらない」と回答した利用者の割合を差し引いたもの
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３－１ コミュニケーションの活性化（電子メール等）
◆ パソコンによる電子メールは日米韓とも利用率が高いが、携帯電話等による電子メールは日本が突出

◆ 電子メール以外のコミュニケーションツールの利用は、総じて韓国が高く、ブログの開設者は37.3％にも上る

図表② コミュニケーションツールの利用状況（複数回答）

図表① 電子メール利用率

（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査）
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３－２ コミュニケーションの活性化（ブログ）
◆ ブログが昨年以降急速に普及。開設理由は「体験や日々の暮らしを書き残したい」が も高く、これを反映して内容も「自分自身の

生活日記」が圧倒的に高い。満足度、利用継続意向とも高く、今後社会に普及するとの認識

図表② 開設理由図表① 開設時期

図表④ 満足度

図表③ 内容

図表⑥ 社会的普及図表⑤ 利用継続意向

（出典） 「ユビキタス社会の動向に関する調査」（ウェブ調査）
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４－１ ネットショッピング（ネットショッピングの状況）
◆ ネットショッピングが社会に浸透。２年前と比べて、ネットショッピングの総額、頻度、満足度ともに上昇。パソコンによるネットショッピ

ングの満足度は高いが、携帯電話等によるネットショッピングは支払方法を除き満足度が低い

図表② ネットショッピング利用の変化（２年前との比較）図表① ネットショッピングの利用率（複数回答）

図表③ ネットショッピング利用者の満足度

（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査）
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４－２ ネットショッピング（パソコンと携帯との比較）
◆ パソコンと比べた携帯ショッピングの特徴は、雑誌等との連動販売、類似商品や他店と比較しない購入、移動中での購入。

また、10代～30代の若い女性が牽引

図表② 購入に際しての類似商品や他店との比較の有無図表① 商品情報の入手先（複数回答）

図表③ 注文した場所（複数回答） 図表④ ネットショッピング利用者の世代別・性別構成

（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査）
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４－３ ネットショッピング（日米韓比較）
◆ パソコンによるショッピングは米韓とも広く普及。他方、携帯インターネットによるショッピングの利用はまだ低い。ネットショッピングの

支払方法は、米国では「クレジットカード」、日本では「代金引換」、韓国では「通信会社等の決済」が高いのが特徴

図表② ネットショッピングの支払方法（複数回答）図表① ネットショッピング利用率

図表③ ネットショッピングの今後の利用意向

（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査）
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５－１ コンテンツ（コンテンツ市場全体の動向）
◆ コンテンツ市場全体は頭打ち傾向

◆ 近年、インターネット、携帯電話等で流通する通信系ソフト市場が拡大。平成15年は約5,000億円と３年間で約2,000億円増加

図表② コンテンツ市場に占める通信系ソフト市場の割合図表① ソフト形態別市場全体の推移

図表④ インタラクティブ配信に係るＪＡＳＲＡＣ使用料徴収額
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図表①～③ （出典） 「メディア・ソフトの制作及び流通の実態調査」 図表④ （社）日本音楽著作権協会（ＪＡＳＲＡＣ）資料により作成

図表③ 通信系ソフトの市場の拡大

注：
インタラクティブ配信とは、
音楽配信等ネットワークを
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５－２ コンテンツ（インターネットコンテンツ利用）
◆ インターネットコンテンツは無料コンテンツの利用が主流。携帯はパソコンに比べ有料コンテンツ利用が高い。有料コンテンツの今後

の利用意向は、音楽、ゲーム、動画が高い

図表② 有料インターネットコンテンツの今後の利用意向（複数回答）

図表① コンテンツの利用状況（複数回答）

（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査）
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５－３ コンテンツ（インターネットコンテンツ利用の日米韓比較）
◆ 有料コンテンツの利用は韓国が圧倒的に高い。携帯電話会社による課金代行が普及し、少額決済が容易・手軽であることが一因

◆ コンテンツ利用に際しての著作権意識は、米国が高く、日本と韓国は意識している者としていない者が半々。また、Ｐ２Ｐファイル交

換ソフトの利用者は韓国が圧倒的に多い

図表② 著作権に対する意識

図表① 有料コンテンツの利用状況（複数回答）

図表③ Ｐ２Ｐファイル交換ソフトの利用状況

（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査）

【パソコンによるインターネット利用者】

6.7

4.8

7.2

3.8

2.2

2.1

14.6

11.7

13.2

6.8

2.3

4.5

26.4

23.6

19.3

16.6

16.0

29.2

0102030405060

日本

米国

韓国

【携帯インターネット利用者】

14.3

2.4

3.7

35.6

1.2

3.2

7.3

9.8

11.0

11.1

13.8

6.6

3.4

5.7

18.3

29.6

52.9

12.4

12.4

22.8

33.4

0 10 20 30 40 50 60

ゲーム　　　

動画　　　　

音楽　　　　

着信メロディ等　　

書籍・漫画　　

占い　　　　

静止画　　　

10.6

24.7

15.0

35.8

47.1

34.8

27.0

12.0

36.6

26.6

16.2

13.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本

米国

韓国

常に意識して利用している まあ意識して利用している

意識して利用していないことが多い 全く意識して利用していない

3.7

11.6

44.2

10.5

21.9

15.4

85.8

66.4

40.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本

米国

韓国

利用している

利用したことがあるが、今は全く利用していない

利用したことがない

２４

（記述箇所 「第１章第２節 国民のＩＣＴ利用」 Ｐ５１）
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５－４ コンテンツ（音楽配信）
◆ 2003（平成15）年４月に米国のＡ社が開始した音楽配信サービスは、提供楽曲数の豊富さ、価格の安さ、緩やかな著作権管理等か

ら爆発的なヒット。2005（平成17）年３月には累計販売楽曲数が３億曲を突破

◆ こうした中で、日本でも、平成16年以降、多くの企業が音楽配信市場に参入。大手２社の17年１月の月間販売楽曲数は51万曲と米

国に比べ低いが、５か月間で２倍以上（８月は24万曲）の高い伸び。今後、音楽配信市場が拡大するきざし

図表② 我が国の主な音楽配信事業者（15社）の状況（平成17年３月時点）図表① 米国における音楽配信サービスとＣＤの出荷状況

図表④ ネット音楽配信サービスの不満点図表③ ネット音楽配信の利用率 図表⑤ ネット音楽配信の利用意向

（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」
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５－５ コンテンツ（ＶＯＤ）
◆ 家庭へのブロードバンドの普及に伴い、平成15年頃からＶＯＤを提供する事業者が増加。ＶＯＤの認知率は11％とまだ低いが、利用

意向は高く、今後普及が進むものと予想

図表② ＶＯＤサービス
の利用意向

図表① 主なＶＯＤサービス提供事業者（８社）の状況
（平成17年３月時点）

図表③ ＶＯＤサービスの利点・不満点（複数回答） 図表④ ＶＯＤサービスの満足度

（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」

図表③、④ （出典） 「ユビキタス社会の動向に関する調査」（ウェブ調査）
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１－１ 企業のＩＣＴ利用の深化（インターネット利用、企業通信網構築等）
◆ 企業のインターネット利用率は98.1％。ほとんどの企業でインターネットを利用

◆ 企業内通信網の構築率は89.5％、企業間通信網の構築率は59.0％

◆ 企業の携帯電話の利用率は65.8％。利用形態は、単に通話にとどまらず、社内イントラネットへのアクセスなど多様な形態で利用

図表② 企業内／企業間通信網の構築率の推移
（左：企業内通信網、右：企業間通信網）

図表① インターネット利用率の推移（左：企業、右：事業所） 図表③ 企業における携帯電話の利用用途（複数回答）

図表①、② 「通信利用動向調査」により作成
図表③ （出典） 「企業のICT活用現状調査」（ウェブ調査）
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ほぼ全ての業務に導入している 半分以上の業務に導入している

１－２－１ 企業のＩＣＴ利用の深化（情報システムの導入）
◆ 情報システムの導入はほぼすべての業務で進展。また、アプリケーションソフトはオーダーメイドソフトが減少する一方、パッケージ

ソフトが増大。さらに、情報システムの企業間の連携が進展

図表② 情報システムのアプリケーションソフト
（パッケージソフト利用）

図表① 情報システムの業務別導入状況の推移
（左：平成14年度、右：平成16年度）

図表③ 情報システムのアプリケーションソフト
（オーダーメイドソフト利用）

図表④ 情報システムの企業間での接続状況

（出典） 「企業のICT活用現状調査」（ウェブ調査） ２８

（記述箇所 「第１章第３節 企業のＩＣＴ利用」 Ｐ６２，６３）

注：平成１４年度の日本企業調査は、郵送調査
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１－２－２ 企業のＩＣＴ利用の深化（情報システムの導入目的、導入効果等）
◆ 情報システムの導入目的は「コスト削減・業務効率化」から「売上拡大・高付加価値化」へと変化

◆ 情報システム投資の効果発揮に向けた取組は、「投資対効果の検証」、「情報システム運用に合わせた組織・制度改革」などの点で進展

◆ 情報システム導入の効果があったとする企業が増大

図表② 情報システムの導入目的
（売上拡大・高付加価値化）

図表① 情報システムの導入目的
（コスト削減・業務効率化）

図表③ 情報システム投資の効果発揮に向けた取組 図表④ 情報システム導入の効果

（出典） 「企業のICT活用現状調査」（ウェブ調査）
２９

（記述箇所 「第１章第３節 企業のＩＣＴ利用」 Ｐ６４）

注：平成１４年度の日本企業調査は、郵送調査
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１－３ 企業のＩＣＴ利用の深化（オープンソースソフトウェア、メインフレームのオープン化）
◆ サーバー用ＯＳでのＯＳＳ（オープンソースソフトウェア）利用は、米国が33.0％と も高く、日韓は21.0％。ＯＳＳに対しては、「導入・運

用コストの安さ」、「カスタマイズの柔軟性」などの点で高い評価。他方、「開発・保守体制」、「サポート体制」などの点で評価が低い

◆ メインフレームシステムのオープン化は、日米韓とも取組が進展。日本は相対的にメインフレームとオープンとの併用が高い。メインフ

レームの継続利用理由は「運用の安定性」、「既存ソフトウェア資産の活用」

図表② ＯＳＳの特徴

（出典） 「企業のICT活用現状調査」（ウェブ調査）

図表① サーバー用ＯＳでのＯＳＳの利用状況

図表③ メインフレームのオープン化の状況 図表④ メインフレームの継続利用理由（複数回答）

３０

（記述箇所 「第１章第３節 企業のＩＣＴ利用」 Ｐ６７，６８，７９）
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２ 電子商取引の拡大
◆ Ｂ２Ｃの実施率は、パソコン向けは28.9％、携帯電話等向けは9.1％。携帯電話等向けは今後の実施を予定/検討している企業が多

い。また、パソコン向けは米国の実施率が一番高い。Ｂ２Ｃの今後の市場規模予測（03年度を基準とした06年度の市場規模）は、日

韓が約３倍であるのに対し、米国は約２倍と予測が低い

◆ 携帯電話等向けＢ２Ｃの特徴は、雑誌、テレビ等他メディアとの連動販売

図表② パソコン、携帯電話等を対象とした電子商取引の売上高予測

図表① パソコン、携帯電話等を対象とした電子商取引の実施状況 図表③ 携帯電話等を対象とした電子商取引の実施形態（複数回答）
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（記述箇所 「第１章第３節 企業のＩＣＴ利用」 Ｐ７２）



３ ＩＣＴを利用した新ビジネスの拡大
◆ インターネットの普及に伴い、インターネットを利用した新ビジネスがこの５年程度で急拡大。インターネット広告は平成16年にラジオ

広告を上回り、第４の広告メディアに。全証券取引額に占めるインターネット取引額は約４分の１。インターネット専業銀行の預金残

高は２年間（平成13年度～15年度）で約４倍。携帯コンテンツ事業者の売上高は３年で約３倍

電通資料により作成

図表② インターネット証券取引額の推移図表① インターネット広告費の推移

図表③ インターネット専業銀行（大手４行）の預金残高・口座数の推移 図表④ 携帯コンテンツビジネス事業者（大手15社）の売上高推移
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１ ブロードバンド化の進展
◆ ブロードバンド契約数は1,866万と引き続き順調に拡大。料金水準も世界で 安

◆ ＦＴＴＨ未利用者の乗換意向は高い。乗換予定のある者のうち１年以内の乗換を考えている者は約３割

Ⅳ u-Japanを支えるネットワークインフラ
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図表② ブロードバンド料金の国際比較（2003年）図表① ブロードバンド契約数の推移

ＩＴＵ’The Portable Internet’（2004年9月）により作成

図表③ ＦＴＴＨへの変更意向

（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査）
総務省資料により作成

（US$/100kbps）

※平成16年は年末時点の数字

（記述箇所 「第１章第４節 u-Japanを支えるネットワークインフラ」 Ｐ８１，８３，８４）
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図表② 第３世代携帯電話契約数の推移図表① 携帯電話契約数の推移

図表③ 携帯電話のインターネット対応比率（2004年９月末）
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図表④ ＦＭＣの概念図

（社）電気通信事業者協会資料により作成

無線送受信機 交換機

基地局

屋内

固定通信網

移動通信網

屋外

２－１ モバイル化の進展
◆ 携帯電話契約数は8,700万であり、引き続き増加しているが伸び率は鈍化。携帯インターネット契約数は7,515万、携帯電話契約数に

占める割合は86.4％。第３世代携帯電話契約数は3,035万契約と急速に増大
◆ 我が国の携帯電話のインターネット対応率（94.1％）は世界第１位。日本と韓国が突出
◆ 一つの端末で屋内では固定通信網に、屋外では移動通信網に接続してネットワークを切れ目なく利用できるサービス（FMC: Fixed 

and Mobile Convergence）が登場

３４

（記述箇所 「第１章第４節 u-Japanを支えるネットワークインフラ」 Ｐ８５，８６）
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２－２ モバイル化の進展（携帯電話の高機能化）
◆ 携帯電話の高機能化が進展。今後の利用意向が高い機能は、「カメラ」、 「音楽プレイヤー」、 「アプリ」、「テレビ受信」。まだそれほ

ど普及していない「音楽プレイヤー」、「テレビ受信」機能の搭載が進む可能性

図表② 各機能の利用意向図表① 携帯電話に搭載されている機能の有無
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（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査）
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２－３ モバイル化の進展（無線ＬＡＮ）
◆ 家庭、企業において無線ＬＡＮが普及

◆ 公衆無線ＬＡＮの基地局数は急増。公衆無線ＬＡＮの利用者は12.5％、米韓に比べると利用率は低い

図表② ＬＡＮ導入企業の無線ＬＡＮ導入率図表① 世帯の無線ＬＡＮ導入率

図表③ 公衆無線ＬＡＮの基地局数の設置の推移 図表④ 公衆無線ＬＡＮの利用状況
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（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査）

（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査） （出典） 「企業のICT活用現状調査」（ウェブ調査）

（出典） 「電気通信サービスの供給側／需要側の動向調査（平成16年度）」
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図表② 企業通信網で幹線系に利用されるサービス図表① 世帯のＩＰ電話利用率

図表③ 企業のＩＰｖ６対応状況 図表④ ＩＰｖ６が普及する時期
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（出典） 「企業のICT活用現状調査」（ウェブ調査）（出典） 「企業のICT活用現状調査」（ウェブ調査）

（出典） 「通信利用動向調査」 （出典） 「通信利用動向調査」
※「導入予定がある」の選択肢は平成16年に追加
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３ ネットワークのＩＰ化の進展
◆ 世帯のＩＰ電話利用が増加。導入予定世帯も多く、今後さらに拡大

◆ 企業通信網の幹線系では、「ＩＰ－ＶＰＮ」、「インターネットＶＰＮ」の利用が拡大

◆ ＩＰｖ６への対応企業は約４割、未対応企業も約４割。米韓も同様な状況。普及時期は３年以内とする企業が約６割
◆ 内外の電気通信事業者もネットワークのＩＰ化を相次いで発表。こうした中、ＩＰネットワークの相互接続・運用性の確保が一層重要に

３７

（記述箇所 「第１章第４節 u-Japanを支えるネットワークインフラ」 Ｐ８９，９０）



（％）不明, 2.6

不満, 0.9

やや不満, 8.0

普通, 27.2

やや満足, 27.0

満足, 34.3

図表② 地上デジタル放送の満足度

図表① 地上デジタル放送対応受信機の出荷台数 図表③ 地上デジタル放送に期待すること

電子情報技術産業協会資料により作成

図表②、③ （出典）総務省「地上デジタルテレビジョン放送に関する浸透度調査」
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４ 地上デジタル放送の普及
◆ 地上デジタル放送は順調に放送エリアを拡大。また、地上デジタル放送対応受信機の出荷台数は急速に増大

◆ 地上デジタル放送への満足度は高い。また、地上デジタル放送への今後の期待は、高音質・高画質番組、地域情報・災害情報の充

実などが高い

３８

（記述箇所 「第１章第４節 u-Japanを支えるネットワークインフラ」 Ｐ９１～９３）



５ 情報通信機器、情報通信技術の日本の優位性
◆ 我が国は、情報家電及び関連部品に強み。また、携帯電話機自体の市場占有率は低いが、携帯電話機関連部品では強み

◆ ユビキタスネットワーク関連技術では、「ＦＴＴＨ」、「次世代携帯電話」、「ネットワークロボット」、「高精細映像技術」、「ホームネットワー

ク」等で日本は優位。他方、「発信源追跡技術」等の安心・安全のためのＩＣＴでは北米が優位

図表② ユビキタスネットワーク関連技術の優位性に関する国際比較図表① 我が国の世界における主な情報通信機器の
マーケットシェア（2004年）
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（出典） 「ユビキタス社会の動向に関する調査」
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１－１ 安心・安全なＩＣＴ利用（個人・企業の情報セキュリティ被害）
◆ 日米韓において、個人、企業とも情報セキュリティ被害を受けているものが８割～９割に上る

◆ 被害内容は、個人では「迷惑メール」、企業では「ウイルス感染」が も高い

図表② 企業の情報セキュリティ被害状況

図表① パソコンからのインターネット利用者の被害状況（複数回答）
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（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査）

（出典） 「企業のICT活用現状調査」（ウェブ調査）

Ⅴ u-Japan実現に向けた課題

４０

（記述箇所 「第１章第５節 u-Japan実現に向けた課題」 Ｐ１００，１０１）



１－２ 安心・安全なＩＣＴ利用（ウイルス・不正アクセス）
◆ 個人のウイルス対策は、「アンチウイルスソフト」の利用が も多い。米韓も同様。全般的にみて米国の対策が一番充実

◆ 企業の主な情報セキュリティ対策は、「ウイルスチェックプログラム」、「社員教育」、「ファイアウォール」。全般的にみて米国の対策が

一番充実

図表② 企業の情報セキュリティ対策（複数回答）図表① インターネット利用者のウイルス対策及び
不正アクセス対策（複数回答）
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39.8

80.1

63.7

67.6

39.5

42.0

42.0

40.8

27.7

15.9

21.7
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0.8
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パソコン等の端末にウイルスチェックプログラムを導入

サーバーにウイルスチェックプログラムを導入

社員教育

ファイアウォールの設置

ID・パスワードによるアクセス制御

OSへのセキュリティパッチの適用

セキュリティポリシーの策定

アクセスログの記録

セキュリティ監査

外部接続の際にファイアウォールを構築

ウイルスチェック対応マニュアルを策定し社員教育を充実

認証技術の導入による利用者確認

データやネットワークの暗号化

回線監視

セキュリティ管理のアウトソーシング

不正侵入検知システムの導入

代理サーバー等の利用

その他

わからない

特に対応していない

（％）

日本 米国 韓国
（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査）

（出典） 「企業のICT活用現状調査」（ウェブ調査）

４１

（記述箇所 「第１章第５節 u-Japan実現に向けた課題」 Ｐ１０４，１０５）



１－３ 安心・安全なＩＣＴ利用（迷惑メール）
◆ パソコン利用者の８割以上、携帯電話等利用者の７割以上が迷惑メールを受信。迷惑メール対策は、パソコンでは「端末側で迷惑

メール対策ツール／メール指定拒否・指定受信機能を利用」が、携帯電話等では「メールアドレスを複雑にしている」が多い。米韓は、

パソコンでの対策はとられているが、携帯電話等での対策はほとんどとられていない

◆ 米国ではフィッシング詐欺が社会問題化。我が国でも昨年にフィッシング詐欺が確認され、被害も発生

図表② 迷惑メール対策の実施状況図表① １日当たりの迷惑メール受信状況

【パソコン】
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端末側で迷惑メール対策ツール・メール指定拒否機能・

メール指定受信機能を利用している

メールソフトのフィルタリング機能を利用している

プロバイダの迷惑メールを遮断するサービスを利用してい

る

端末側で未承認広告拒否機能を利用している

メールアドレスを複雑にしている

メールアドレスを一定期間で変更している

その他

何も行っていない

【携帯電話等】
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端末側で迷惑メール対策ツール・メール指定拒否機能・

メール指定受信機能を利用している

端末側で未承認広告拒否機能を利用している

メールアドレスを一定期間で変更している

メールソフトのフィルタリング機能を利用している

プロバイダの迷惑メールを遮断するサービスを利用してい

る

その他

何も行っていない

日本 米国 韓国
（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査）
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（記述箇所 「第１章第５節 u-Japan実現に向けた課題」 Ｐ１０７，１０９）

（％）

（％）

【パソコン】

【携帯電話等】

（％）

（％）



１－４ 安心・安全なＩＣＴ利用（個人情報保護）
◆ 平成17年４月から個人情報保護法が施行。個人情報を守るための企業の取組も進展

◆ スパイウェアに対する認知率は低く、まだ、あまり対策がとられていない状況

図表② 個人情報保護に対する組織面・制度面での対策
（複数回答）

図表① 個人情報保護に対するシステム面・技術面での対策
（複数回答）

図表③ スパイウェア対策の日米韓比較

26.9

67.0

40.0

19.7

7.1

15.6

5.0
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ソフトウェ アやツールを使ってスパイ ウェ アをチェ ックしている スパイ ウェ アは心配だがチェ ックはしていない

スパイ ウェ アについて知っているが自分は大丈夫だと思っている スパイ ウェ アがどのようなものか知らない

その他
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27.6
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3.9

41.8
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個人情報の利用権限の管理

個人情報の利用履歴を保存

保管時や輸送時には暗号化を実施

閲覧用データと保存用データを区分

して管理

個人情報データベースに進入検知シ

ステムを導入

その他

特に何もしていない

無回答

平成15年度

平成16年度

24.4

16.7

9.6

10.5

3.2

3.7

5.9

37.2

6.2

58.9

49.1

48.1

47.2

38.8

35.5

19.3

8.2

8.4

11.9

1.9

21.0

14.4

0 20 40 60 80

個人情報の利用目的・収集時期・管

理者の明確化

必要な個人情報の絞込み

個人情報保護管理責任者の設置

企業内教育の充実

個人情報の問い合わせ窓口の設置

プライバシーポリシーの策定

外注先選定要件の見直し・強化

プライバシーマーク制度の取得

その他

特に何もしていない

無回答

平成15年度

平成16年度

（出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査）

図表①、② （出典）
「情報セキュリティに関する実態動向調査」

４３

（記述箇所 「第１章第５節 u-Japan実現に向けた課題」 Ｐ１１１，１１２）

（％） （％）

（％）



図表② ユビキタスネット社会構築への可否図表① ユビキタスネット社会の実現に向けて優先的に
取り組むべき課題

図表③ ユビキタスネット社会のマイナス効果への対応の考え方
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プラ ス効果の方が圧倒的に大きく、積極的に構築を進めるべきである

プラ ス効果の方が大きいが、マイ ナス効果が生じないよう、多少時間がかかってもよいから慎重に構築を進めるべきである

マイ ナス効果の方が大きく、構築を進めるべきではない

よくわからない
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14.4

8.7

56.0

58.5

51.8

36.5

21.3
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4.0

5.8

2.3
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日本
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韓国

（％）

問題が発生した都度、事後的に対応すればよい

事前に国や企業において、マイ ナス効果を生じさせないための制度的、技術的対応を行う必要があるが、利用者

の自己責任も不可欠である

事前に国や企業において、マイ ナス効果を生じさせないための制度的、技術的対応を完全に行う必要があり、で

きるだけ利用者に自己責任を負わせるべきではない

よくわからない

図表②、③ （出典） 「ネットワークと国民生活に関する調査」（ウェブ調査）（出典） 「ユビキタスネット社会の実現に向けた政策懇談会 終報告書」

社
会
に
対
す
る
影
響
の
度
合
い

対応の未熟さの度合い

１－５ 安心・安全なＩＣＴ利用（ユビキタスネット社会に向けた課題）
◆ ユビキタスネット社会に向けた優先課題は、情報ネットワークの脆弱性、ネットを利用した悪質商法、デジタル財の著作権保護、高

度サービスの地域格差、電子政府の利便性など

◆ ユビキタスネット社会の構築については、日本は慎重に推進、米国は推進反対者も相当存在、韓国は積極的に推進という傾向

◆ ユビキタスネット社会のマイナス効果への対応は、日米韓とも事前の制度的・技術的対応と利用者の自己責任の両方が必要との意

見が多いが、自己責任意識は相対的に米国が強い傾向

４４

（記述箇所 「第１章第５節 u-Japan実現に向けた課題」 Ｐ１１３，１１４）
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図表① ブロードバンドサービスの普及状況（平成17年３月末現在）

ＦＴＴＨが提供されている自治体

ＦＴＴＨは未提供だが、何らかのブロードバンド
サービスが提供されている自治体

ブロードバンドサービス未提供の自治体

※グラフ中の数値は市町村数
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86.7
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＜都道府県別ブロードバンドサービス※１提供市町村別※２＞

＜FTTHサービス普及状況＞ ＜ADSLサービス普及状況＞ ＜ケーブルインターネットサービス普及状況＞

※１ ここでのブロードバンドサービスとは、ADSL、FTTH、ケーブルインターネット、FWAを指す
※２ 提供市町村数（ブロードバンドサービスが少なくともその地域の一部で提供されている市町村数）は、

提供事業者がホームページ等で公開している情報を基に総務省で集計したもの
※３ 全国市町村数については、平成16年4月1日現在

図表② 人口規模別ブロードバンドサービスの普及状況（平成17年３月末現在）
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２ デジタル・ディバイド
◆ ブロードバンドサービスの提供状況には、地域格差が存在。特にＦＴＴＨで格差が大きい

（記述箇所 「第１章第５節 u-Japan実現に向けた課題」 Ｐ１１５）



３ バックボーンインフラ
◆ ブロードバンドの進展に伴いインターネット上のトラヒックが急増。しかし、トラヒックデータはほとんどなし

◆ 総務省ではＩＳＰ７社等の協力を得てトラヒック情報の集計・試算を実施。その結果によれば、ブロードバンド契約者のトラヒック総量

は300Gbps超（133Gbps（ＩＳＰ７社のブロードバンド契約者のトラヒック）÷0.411（ＩＳＰ７社のシェア））と試算

◆ インターネット上のトラヒック交換が東京一極に集中。サイバー攻撃や大規模災害に対する脆弱性等の問題があり、今後、トラヒック

交換の分散化が課題

図表② 主要ＩＳＰ14社のＩＸ接続回線容量
（平成16年２月）

図表① 契約者別のトラヒック（平成16年９～11月の月間平均トラヒックの合計値の推移、Gbps）

図表③ 主要ＩＳＰ14社のプライベート・ピアリング接続回線容量
（平成16年２月）

13.6 → 14.9 → 15.614.0 → 15.0 → 16.2ISP4社のその他（ダイヤルアップ、専用線、データ
センター）の契約者

118.1 → 124.9 → 133.098.1 → 108.3 → 116.0ISP7社のブロードバンド（DSL、FTTH）契約者

Out※In※

※ Inは契約者からＩＳＰ７社（又は４社）に流入するトラヒック（アップロード）、OutはＩＳＰ７社（又は４社）から契約者に流出するトラヒック（ダウンロード）
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（記述箇所 「第１章第５節 u-Japan実現に向けた課題」 Ｐ１２３，１２４）



ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸの整備

国際戦略・技術戦略

ＩＣＴ利用環境整備

＜参考＞ ｕ－Ｊａｐａｎ実現に向けたＩＣＴ政策
◆ u-Japanの実現に向け、以下のような取組を推進

【ｕ－Ｊａｐａｎの大目標】

世界最先端
～２０１０年には先導～

（フロントランナー）

ブロードバンド基盤の全国的整備
（ﾃﾞｨﾊﾞｲﾄﾞ解消、地域情報化､ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送、競争政策等）

有線・無線のシームレスなアクセス環境の整備
（電波開放、固定・移動融合、通信・放送連携等）

ネットワーク・コラボレーションの基盤整備
（ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ、相互運用性、高信頼性、電子商取引等）

実物系ネットワークの確立
（電子ﾀｸﾞ､ｾﾝｻｰﾈｯﾄ､情報家電､ITS、ﾕﾋﾞｷﾀｽ端末等）

国際戦略
（ｱｼﾞｱ･ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ計画、国際的ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾃﾞｨﾊﾞｲﾄﾞの解消）

技術戦略
（安心・安全のためのＩＣＴなど重点分野の研究開発、

標準化の戦略的推進、
持続的発展に向けたｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの促進）

ＩＣＴ安心・安全２１戦略の推進
（優先的に対応すべき２１課題を抽出し、対応策を提示）

「影」に関する課題の整理・明確化
（「影」を１０分野・１００課題に整理し、ｲﾒｰｼﾞを明確化）

ユビキタスネット社会憲章の制定
（基本原則や共通認識を整理､「憲章」として世界に発信）

顕在化しつつある重要な課題への対応
（将来に向けて顕在化しつつある重要な課題を抽出）

コンテンツの創造・流通・利用促進
（流通・決済､ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｰｶｲﾌﾞ､ｺﾝﾃﾝﾂ創造､ｿﾌﾄﾊﾟﾜｰ等）

ＩＣＴによる先行的社会システム改革
（社会･経営革新､制度改革､電子政府・自治体等）

ＩＣＴ人材活用
（人材育成､ﾍﾞﾝﾁｬｰ促進、教育改革､ 市民参加等）

ユニバーサルデザインの導入促進
（ｴｰｼﾞｪﾝﾄ技術、ﾕｰｻﾞｰｲﾝﾀﾌｪｰｽ、情報ｱｸｾｼﾋﾞﾘﾃｨ等）

ＩＣＴ利活用の高度化


